
建設産業経営力強化支援事業補助金交付要綱

平成２５年４月１日

県土整備部管理課

（趣旨）

第１条 県は、建設業者の経営力を強化するため、予算で定めるところにより、第４条に

定める事業を行う建設業者に対し補助金を交付するものとし、その交付については、補

助金等の交付に関する規則（昭和３９年宮崎県規則第４９号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（目的）

第２条 この補助金は、県内の建設業者が建設業に軸足を置きながら新分野（日本標準産

業分類における建設業以外の大分類の業種区分をいう。以下同じ。）への進出等を図る

ために必要な経費に対して補助金を交付することにより、建設業者の取組みを支援し、

経営力の強化を図ることを目的とする。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の者とする。

⑴ 宮崎県内に主たる営業所を有する建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第

３項に定義する建設業者（以下「建設業者」という。）

⑵ 建設業者が総構成員の２分の１を超える団体（以下「団体」という。）

（補助対象経費）

第４条 補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象者

が自ら経営力強化に取り組むために経営革新プラン（合併・組合設立などの企業間連携

若しくは新分野への進出を目的とした計画）を策定するために必要な経費、新分野への

進出・定着を図るための事業に必要な経費又は新分野における販売促進の事業を共同で

行うために必要な経費のことをいい、具体的には別表に掲げる事業（以下「補助対象事

業」という。）を実施するために要する経費とする。

（補助金の額及び補助率）

第５条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内で交付決定を受けた者（以下「補助

事業者」という。）当たり次の金額を限度とし、その総額は予算の範囲内において知事

が別に定める額とする。ただし、算定された額に１，０００円未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てるものとする。

⑴ 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成１１年法律第１８号）に基づ

く経営革新計画の承認を受けて、新分野の事業に取り組む建設業者又は団体

２，５００，０００円

⑵ ⑴以外の建設業者又は団体 １，０００，０００円

２ 建設業者及び団体の構成員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）若しくは同条第

６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）である場合又は暴力団若しくは暴力団員

と密接な関係を有する場合、この補助金を交付しない。



（申請書に添付すべき書類）

第６条 規則第３条第４号の規定による知事が必要と認める書類は次のとおりとする。

⑴ 内訳書、見積書の写し

⑵ 経営革新計画の承認通知書及び承認申請書（経営革新計画の承認を受けて事業に

取り組む場合）

⑶ その他事業の概要がわかる資料

⑷ 商業・法人登記簿謄本（個人の場合は住民票）

⑸ 定款の写し（法人の場合）

⑹ 直近３か年の決算書

⑺ 納税証明書（県税に未納がないことの証明）

⑻ 特別徴収実施確認・開始誓約書

２ 補助対象者が補助金の交付を受けようとするときは、当該補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額の

うち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額とし

て控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定

による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。

以下「消費税等仕入控除税額」という。）があるときは、これを減額して申請しなけれ

ばならない。ただし、申請時において、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明ら

かでない者については、この限りでない。

（交付の決定）

第７条 知事は、前条の規定により申請書の提出があったときは、その内容について審査

委員会の選考を踏まえ、適当と認めた事業（以下「補助事業」という。）について、予

算の範囲内で補助金の交付決定を行い、申請者に通知するものとする。

２ 知事は、補助金の交付の決定に当たって、前条の規定により補助金に係る消費税等仕

入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当

と認めたときは当該補助金に係る消費税等仕入控除税額を減額するものとする。

３ 知事は、前条ただし書の規定による補助金の交付の申請がなされたものについては、

補助金の確定時において、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合は減

額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。

（申請の取下げ）

第８条 補助事業者は、前条の規定による通知に係る補助金交付決定の内容又はこれに付

された条件に不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該通知

を受けた日から２０日以内に交付申請取下届出書（様式第３号）を知事に提出しなけれ

ばならない。

（補助事業の内容又は経費の変更）

第９条 補助事業者は、補助事業の内容又は補助対象経費の変更をしようとするときは、

あらかじめ補助事業変更承認申請書（様式第４号）を知事に提出し、その承認を受けな

ければならない。

２ 規則第１０条第２項ただし書の規定により知事の定める軽微な変更の範囲は、補助対

象経費の合計額の２０パーセント以内の増減とする。

（補助事業の廃止等）



第１０条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ補助

事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を知事に提出し、その承認を得なければな

らない。

（補助事業の遅延等）

第１１条 補助事業者は、補助事業が予定期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行が

困難となったときは、あらかじめ補助事業遅延等報告書（様式第６号）を知事に提出し

なければならない。

（状況報告）

第１２条 補助事業者は、補助事業の実施状況について補助事業の完了した日の属する会

計年度以降の５年間は、補助事業実施状況報告書（様式第７号）を毎会計年度終了後

３０日以内に知事に提出しなければならない。

２ 前項の報告のほか、補助事業の実施状況について知事が報告を求めたときは、実施状

況報告書により知事に提出しなければならない。

（実績報告）

第１３条 規則第１４条第１項の規定による実績報告は、補助事業実績報告書に次の書類

を添えて、事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定のあ

った年度の翌年度の４月２０日のいずれか早い期日までにしなければならない。

⑴ 収支決算書（様式第８号）

⑵ 領収書、請求書の写し

⑶ その他事業の実績がわかる資料

２ 補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税等仕入控除税

額が明らかな場合には、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額を減額して報告しなけ

ればならない。

（補助金の額の確定）

第１４条 知事は、前条の規定による実績報告書の提出があったときには、報告書を審査

するとともに必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補

助金交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助

金の額を確定し、補助事業者に通知する。

２ 知事は、前項の確定に当たって、既にその額を超える補助金が交付されているときは、

その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から３０日以内とし、期限内に納

付がない場合は、期限日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年

１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴収するものとする。

（補助金の支払）

第１５条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うもの

とする。

２ 補助事業者は、前項の規定による補助金の支払を受けようとするときは、補助金請求

書（様式第９号）を知事に提出しなければならない。



（補助金の経理等）

第１６条 補助事業者は、この補助金に係る経理を他の経理と明確に区分し、その収支の

状況を明確にした帳簿及び証拠書類を整備の上、補助事業の完了した日の属する会計年

度の終了後５年間保存しなければならない。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１７条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により、補助金

に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、速やかに消費税額及び地方消費税額

の確定に伴う報告書（様式第１０号）により知事に報告しなければならない。

２ 知事は、前項の規定による報告において、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額の

確定額が申請時の金額を上回ったときは、その上回った額について返還を命ずるものと

する。

（実地調査等）

第１８条 知事は、必要と認めるときは、補助事業者に対し書類の提出を求め、又は実地

に調査することができる。

（交付決定の取消等）

第１９条 知事は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付

決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(１) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

(２) 当該補助金を他の用途に使用したとき。

(３) 補助事業を中止又は廃止したとき。

(４) 補助事業の遂行が困難になったと認められるとき（補助事業が予定期間内に完了

しないときを含む。）。

２ 知事は、前項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合にお

いて、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、

その返還を命ずるものとする。

３ 前項に基づく補助金の返還については、第１４条第３項の規定を準用する。

（財産処分の制限）

第２０条 規則第２１条第１項ただし書の規定により知事の定める期間は、減価償却資産

の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定められた耐用年数の期

間とし、同項第２号及び第３号の規定により知事の定める財産は、１件の取得金額が

５０万円以上のものとする。

（書類の提出部数等）

第２１条 この要綱の規定により知事に提出する書類の部数は、それぞれ１部とし、その

様式は、別記に定めるところによる。

なお、補助対象者から提出された申請書、添付資料は返却しないものとする。

附 則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２６年４月１日から施行し、平成２６年度の予算に係る建設産業経営



力強化支援事業補助金から適用する。



別表

１ 経営革新プランを策定するために必要な経費（経営革新プラン策定費）

⑴ 補助対象事業

建設業者が実施する次の事業とする。

企 業 間 連 携 合併、組合設立などの企業間連携を図るための事業計画策定等

新 分 野 進 出 建設業以外の分野への事業展開に必要な事業計画作成等

そ の 他 補助対象事業として知事が特に必要と認める事業

⑵ 補助対象経費

委 託 費 リサーチ会社、コンサルタント等への委託費

旅 費 専門家等の派遣に必要な旅費

報 償 費 専門家等の派遣に必要な謝金

そ の 他 補助対象経費として知事が認める経費

ただし、当該年度に支払が完了するもので、県の他の補助の給付対象となっていない

ものに限る。

２ 新分野への進出・定着を図るための事業に必要な経費（新分野定着促進費）

⑴ 補助対象事業
建設業者が実施する新分野に進出するための初期投資の事業又は新分野での定着を

図るための事業であって、建設業に従事していた者又は従事している者を新分野での

業務に従事させている又は従事させる予定の事業とする。

⑵ 補助対象経費

補 助 対 象 経 費

経費区分 内 容

報 償 費 専門家等の派遣に必要な謝金

旅 費 ・ 専門家等の派遣に必要な旅費、社員旅費、受講料
研 修 費

販 路 使用料及び賃借料、印刷製本費、資料購入費、事務所移転経費（運搬費等）
開 拓 費 等

建 造 物 新事業に使用する建物若しくは構築物の購入、建造、修繕、改装等に要す
整 備 費 る経費

設 備 新事業に使用する設備の購入、修繕、改装等に要する経費
整 備 費

備 品 新事業に使用する工具、備品等の購入、修繕、改装等に要する経費
購 入 費

そ の 他 補助対象経費として知事が必要と認める経費

ただし、当該年度に支払が完了するもので、県の他の補助の給付対象となっていない

ものに限る。



３ 販売促進の事業を共同で行うために必要な経費（共同販売促進費）

⑴ 補助対象事業
団体が実施する販売促進の事業とする。

⑵ 補助対象経費

補 助 対 象 経 費

経費区分 内 容

報 償 費 専門家等の派遣に必要な謝金

旅 費 ・ 専門家等の派遣に必要な旅費、社員旅費、受講料
研 修 費

販 路 使用料及び賃借料、印刷製本費、資料購入費、出展経費、運搬費等
開 拓 費

そ の 他 補助対象経費として知事が必要と認める経費

ただし、当該年度に支払が完了するもので、県の他の補助の給付対象となっていない

ものに限る。


